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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期
第２四半期
累計期間

第16期
第２四半期
累計期間

第15期

会計期間
自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日

自　平成23年10月１日
至　平成24年３月31日

自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日

売上高（千円） 4,089,420 4,349,793 7,826,697

経常利益（千円） 385,144 587,265 661,536

四半期（当期）純利益（千円） 195,437 331,110 354,129

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 580,750 580,750 580,750

発行済株式総数（株） 2,278,000 2,278,000 2,278,000

純資産額（千円） 1,926,603 2,348,065 2,085,357

総資産額（千円） 7,535,726 7,882,571 7,298,916

１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
85.79 145.36 155.46

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 30.00

自己資本比率（％） 25.6 29.8 28.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
397,652 646,914 596,825

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△826,904 △297,907 △919,138

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
438,080 51,197 138,754

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高（千円）
1,193,575 1,401,355 1,001,189

　

回次
第15期
第２四半期
会計期間

第16期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日

自　平成24年１月１日
至　平成24年３月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 66.67 96.07

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社を有しておりませんので記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、堅調に推移する個人消費や復興需要に伴う設備投資の増加等を

背景に、緩やかながら持ち直しの動きが見られました。一方で、欧州債務問題や高止まりする原油価格、電力供給不

安等を背景に輸出や生産活動が停滞する可能性をはらんでおり、先行きに対する不透明感は拭えない状況です。

葬儀業界におきましては、葬儀に関する潜在的需要は約30年間にわたり年々逓増すると推計されております。ま

た、映画「エンディングノート」のロングラン上映や2011年８月に経済産業省より公表された「安心と信頼のあ

る『ライフエンディング・ステージ』の創出に向けて」等もあり、業界に対する社会的な注目はより一層、高まる

ものと予想されます。業界全体の状況につきましては、人口動態等を背景に売上高、葬儀件数は増加傾向で推移し

ているものの、葬儀単価におきましては核家族化や葬祭規模の縮小等により減少傾向が続いております。

かかる環境下、当社は顧客満足度の向上を図るべく「明瞭な価格体系による葬儀費用の明確化」「徹底した人

財教育によるサービスの向上」「ドミナント出店による利便性の向上」を戦略の基本方針とし、直営・フラン

チャイズ出店による徹底した差別化戦略を展開しております。また、当第２四半期累計期間におきましては、「新

生ティア」をスローガンに掲げ、戦略の基本方針をブラッシュアップすべく、７つの戦略テーマを設け積極的に推

進してまいりました。

葬儀会館の状況につきましては、愛知県岡崎市に「ティア岡崎中央」を直営店として開設したことに加え、フラ

ンチャイズ店を５店舗開設いたしました。これにより、直営店は30店舗、フランチャイズ店は26店舗となり、合わせ

て56店舗となりました。また、既存店におきましても、多様化する顧客ニーズに対応するために「ティア浄心」の

改修工事を実施いたしました。

この結果、当第２四半期累計期間の葬儀施行件数は3,338件（前年同期比4.7％増）、売上高は43億49百万円（同

6.4％増）となりました。経費面におきましては、前年同期と比べ売上原価率が3.1ポイント、販管費率が0.9ポイン

トそれぞれ低下いたしました。これにより、営業利益は６億22百万円（同47.6％増）、経常利益では５億87百万円

（同52.5％増）、四半期純利益は３億31百万円（同69.4％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

(a）葬祭事業

当第２四半期累計期間におきましては、「ティアの会」会員数の拡大を図るべく、各種会館イベントや提携団

体・企業向けの営業等を積極的に取り組んでまいりました。また、堅調に推移する既存店に加え、当第２四半期

累計期間及び前事業年度に開設した会館の稼働により、葬儀件数は順調に増加いたしました。また、葬儀単価に

おきましては、葬儀の受注に際し葬儀付帯品を提案する専門スタッフの増員等により、前年同期比 1.9％増とな

りました。この結果、売上高は42億65百万円（同6.1％増）、営業利益は８億38百万円（同26.0％増）となりまし

た。

(b）フランチャイズ事業

当第２四半期累計期間におけるフランチャイズ店は前年同期と比べ７店舗増加し、これによりロイヤリティ

収入が順調に増加いたしました。また、当第２四半期累計期間に開設した５店舗（既存クライアント５店舗）の

加盟金等が計上されたため、売上高は84百万円（同20.0％増）、営業利益は36百万円（同161.4％増）となりま

した。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べて４

億円増加し、14億１百万円となりました。

なお、当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において、営業活動の結果得られた資金は６億46百万円（前年同期比62.7％増）とな

りました。これは主に税引前四半期純利益が５億83百万円であったことや減価償却費１億54百万円を計上した

こと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において、投資活動の結果使用した資金は２億97百万円（前年同期比64.0％減）とな

りました。これは主に有形固定資産の取得による支出２億83百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において、財務活動の結果得られた資金は51百万円（前年同期比88.3％減）となりま

した。これは長期借入による収入７億40百万円、短期借入による収入５億円があったものの、長期借入金の返済

による支出６億72百万円や短期借入金の返済による支出４億26百万円があったこと等によるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,100,000

計 9,100,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成24年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,278,000 2,278,000
名古屋証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 2,278,000 2,278,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高
（千円）

平成24年１月１日～

平成24年３月31日
－ 2,278,000 － 580,750 － 214,250
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（６）【大株主の状況】

 平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社夢現 愛知県名古屋市中区新栄2-2-7 974,000 42.75

名古屋鉄道株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅1-2-4 160,000 7.02

冨安　徳久 愛知県名古屋市中区 128,000 5.61

横山　博一 愛知県名古屋市東区 110,000 4.82

内堀　弘 石川県金沢市 89,000 3.90

ティア社員持株会 愛知県名古屋市北区黒川本通3-35-1 59,600 2.61

阿部　重治 岐阜県各務原市 52,400 2.30

池戸　正勝 愛知県名古屋市守山区 42,000 1.84

深谷　志郎 愛知県名古屋市中村区 33,000 1.44

在間　文人 愛知県名古屋市北区 28,200 1.23

計 － 1,676,200 73.58

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,277,600 22,776 －

単元未満株式 普通株式 300 － －

発行済株式総数 2,278,000 － －

総株主の議決権 － 22,776 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己保有株式が12株含まれております。

②【自己株式等】

　 平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ティア
愛知県名古屋市北区

黒川本通3-35-１
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成24年１月１日から平成24年

３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年10月１日から平成24年３月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

EDINET提出書類

株式会社ティア(E05585)

四半期報告書

 7/17



１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第２四半期会計期間
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,001,189 1,401,355

売掛金 135,706 202,305

商品 11,703 12,812

その他 179,719 155,715

貸倒引当金 △3,521 △4,115

流動資産合計 1,324,797 1,768,074

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,870,065 2,972,673

土地 1,286,568 1,287,418

その他（純額） 489,200 541,308

有形固定資産合計 4,645,834 4,801,400

無形固定資産 193,302 172,878

投資その他の資産

差入保証金 917,378 919,800

その他 217,603 220,418

投資その他の資産合計 1,134,982 1,140,218

固定資産合計 5,974,118 6,114,496

資産合計 7,298,916 7,882,571

負債の部

流動負債

買掛金 245,426 336,569

短期借入金 76,668 150,000

1年内返済予定の長期借入金 1,131,470 1,103,012

未払法人税等 163,040 256,400

賞与引当金 73,781 69,846

その他 317,167 337,321

流動負債合計 2,007,553 2,253,149

固定負債

長期借入金 2,902,839 2,998,904

資産除去債務 135,961 137,156

その他 167,205 145,295

固定負債合計 3,206,005 3,281,356

負債合計 5,213,558 5,534,505
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第２四半期会計期間
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 580,750 580,750

資本剰余金 214,250 214,250

利益剰余金 1,290,430 1,553,202

自己株式 △75 △168

株主資本合計 2,085,354 2,348,034

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2 31

評価・換算差額等合計 2 31

純資産合計 2,085,357 2,348,065

負債純資産合計 7,298,916 7,882,571
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 4,089,420 4,349,793

売上原価 2,756,759 2,796,883

売上総利益 1,332,660 1,552,909

販売費及び一般管理費 910,845 930,491

営業利益 421,815 622,418

営業外収益

受取利息 3,083 2,982

その他 6,855 5,004

営業外収益合計 9,938 7,986

営業外費用

支払利息 43,709 41,139

その他 2,900 1,999

営業外費用合計 46,609 43,139

経常利益 385,144 587,265

特別利益

貸倒引当金戻入額 739 －

賞与引当金戻入額 2,192 －

特別利益合計 2,932 －

特別損失

固定資産除売却損 296 3,495

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 50,644 －

特別損失合計 50,941 3,495

税引前四半期純利益 337,134 583,770

法人税、住民税及び事業税 182,770 247,876

法人税等調整額 △41,072 4,782

法人税等合計 141,697 252,659

四半期純利益 195,437 331,110
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 337,134 583,770

減価償却費 170,595 154,865

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 50,644 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 22,408 △3,935

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,580 －

受取利息及び受取配当金 △3,088 △2,987

支払利息 43,709 41,139

売上債権の増減額（△は増加） △1,315 △66,599

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,021 △73

貸倒引当金の増減額（△は減少） △784 594

仕入債務の増減額（△は減少） 40,983 91,143

その他 △16,520 44,668

小計 634,208 842,584

利息及び配当金の受取額 48 36

利息の支払額 △43,653 △40,029

法人税等の支払額 △192,952 △155,676

営業活動によるキャッシュ・フロー 397,652 646,914

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △802,491 △283,129

無形固定資産の取得による支出 △4,207 △1,334

差入保証金の差入による支出 △64,830 △22,851

差入保証金の回収による収入 48,184 23,370

その他 △3,558 △13,962

投資活動によるキャッシュ・フロー △826,904 △297,907

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 340,000 500,000

短期借入金の返済による支出 △283,332 △426,668

長期借入れによる収入 1,215,000 740,000

長期借入金の返済による支出 △745,748 △672,393

自己株式の取得による支出 △31 △92

リース債務の返済による支出 △17,424 △18,862

割賦債務の返済による支出 △2,604 △2,679

配当金の支払額 △67,779 △68,107

財務活動によるキャッシュ・フロー 438,080 51,197

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △38

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,828 400,165

現金及び現金同等物の期首残高 1,184,747 1,001,189

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,193,575 1,401,355
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【追加情報】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年３月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年９月30日）

当第２四半期会計期間
（平成24年３月31日）

保証債務

当社の所有する建物の地主について、金融機関からの借

入れに対して債務保証を行っております。

保証債務

当社の所有する建物の地主について、金融機関からの借

入れに対して債務保証を行っております。

保井　正純 150,733千円 保井　正純 144,004千円

なお、上記保証については、地主の所有する土地及び当

社の所有する建物111,318千円が担保に供されておりま

す。

なお、上記保証については、地主の所有する土地及び当

社の所有する建物108,921千円が担保に供されておりま

す。

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次　

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次　

のとおりであります。

給料手当　　 306,364千円

賞与引当金繰入額 53,303千円

給料手当　 338,721千円

貸倒引当金繰入額 1,563千円

賞与引当金繰入額 42,151千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照　

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定と現金及び現金同等物の額は一致し

　ております。

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照　

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成24年３月31日現在）

現金及び預金勘定と現金及び現金同等物の額は一致し

　ております。
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月11日

取締役会
普通株式  68,339千円 30円

平成22年

９月30日

平成22年

12月７日
利益剰余金

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成24年３月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月11日

取締役会
普通株式  68,338千円 30円

平成23年

９月30日

平成23年

12月８日
利益剰余金

（金融商品関係）

当第２四半期会計期間末（平成24年３月31日）

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

（有価証券関係）

当第２四半期会計期間末（平成24年３月31日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ティア(E05585)

四半期報告書

13/17



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額
（注)１

四半期
損益計算書
計上額
（注)２

葬祭事業
フランチャイズ

事業
計

売上高           

外部顧客への売上高 4,018,952 70,4684,089,420 － 4,089,420

計 4,018,952 70,4684,089,420 － 4,089,420

セグメント利益 665,165 14,022 679,188△257,373 421,815

（注)１．セグメント利益の調整額△257,373千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成24年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額
（注)１

四半期
損益計算書
計上額
（注)２

葬祭事業
フランチャイズ

事業
計

売上高           

外部顧客への売上高 4,265,218 84,5744,349,793 － 4,349,793

計 4,265,218 84,5744,349,793 － 4,349,793

セグメント利益 838,141 36,655 874,797△252,378 622,418

（注)１．セグメント利益の調整額△252,378千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 85円79銭 145円36銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 195,437 331,110

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 195,437 331,110

普通株式の期中平均株式数（株） 2,277,959 2,277,932

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年５月11日

株式会社ティア

取締役会　御中 　

　 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水野　信勝　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西原　浩文　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ティア

の平成２３年１０月１日から平成２４年９月３０日までの第１６期事業年度の第２四半期会計期間（平成２４年１月１

日から平成２４年３月３１日まで）及び第２四半期累計期間（平成２３年１０月１日から平成２４年３月３１日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティアの平成２４年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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